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て、中心的に論じられてきた(Ozcan & Eisenhardt, 2009)。その議論は有意義であるが、ど
のようなアライアンス・ポートフォリオが企業によい影響を与えるかについて論じる以前
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ーマンスの関係に関する問題(Gulati, 1998; Kale et al., 2002; Lavie, 2007)と、アライアン






形成する複数のアライアンスに直面するようになってきている(Anand & Khanna, 2000; 
Gulati, 1998; Hoffmann, 2007; Lavie, 2006, 2007; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
このようなひとつの企業が持つ複数のアライアンスの組み合わせは、アライアンス・ポ

































































在する(Dyer, Kale & Singh, 2002)。Lunnan & Haugland (2008)では、アライアンスの解除
比率は 50%を超えると主張されている。また、多くのケースでは、アライアンスの構築は























の脅威を削減するための重要な因子と認識された(e.g. Anand & Khanna, 2000)。Krishnan, 






得られている。Stuart et al. (1999)では新企業が一流企業とアライアンスを構築することが
新企業のIPOの成功に効果があると主張しているが、それについては効果がないと主張す
る研究もある(Gulati & Higgins, 2003)。 
アライアンス・パートナーの選択問題では、新規企業と提携するか、あるいはこれまで











を実際に支持するような結果は得られていない。たとえば Hoang & Rothaermel (2005)で
は、製薬企業とバイオ技術企業との間の反復的なアライアンスは、彼らのジョイントでの

















スが、アライアンスをガバナンスする際の有効なメカニズムであるとされている(Kale &  
Singh, 2009)。 
 そして、アライアンスのパフォーマンスに影響を与える三つめの要因として,アライアン
スの管理能力を挙げることができる(Gulati et al., 2005; Gulati & Singh, 1998)。アライアン
スの管理に関しては、パートナー間の調整管理とパートナー間の信頼創出という二つの要
因が特に重要であると言われる(Kale & Singh, 2009)。パートナー間の調整管理は資源の分
配、情報の取り扱いとパートナー間の行動を一致させる能力などを意味する。アライアン












セスの獲得(Lavie, 2006)、取引コストの削減(Kogut, 1988)、パートナーからの学習(Inkpen, 
2000; Kogut, 1988)、将来における拡張的オプションの持つ不確実性への対応(Kogut, 
1991)、競争相手に対する競争位置の改善(Gimeno, 2004; Kogut, 1988; Silverman & Baum, 
2002)などを求めるために、企業はある企業とアライアンスを構築すると主張されてきた。 
伝統的なアライアンス研究では、資源依存理論(Gulati, 1995b; Chuang, Singh & Lee, 
2000)やソーシャル・ネットワーク理論(Gulati, 1995a; Gualti & Gargiulo, 1999)、さらには
エージェンシー理論(Reuer & Ragozzino, 2006)や企業の戦略行動(Ozcan & Eisenhardt, 





アンスを構築する(Eisenhardt & Schoonhoven, 1996; Ozcan & Eisenhardt, 2009)。具体的
には、企業は最も高い資源の相互依存性を持つ企業とアライアンスを構築する傾向がある。




1995a; Gulati & Gargiulo, 1999)。また、企業はたとえ過去の協力経験のない新しいパート
ナーであっても、間接的な紐帯があった場合は新しくアライアンスを形成の可能性が高い
(Gulati & Gargiulo, 1999)。さらに、企業はネットワーク内における地位の近い企業とアラ
イアンスを構築しやすいと主張する研究もある(Chuang, Singh & Lee, 2000)。 



















アライアンスを維持する傾向がある(Baum et al., 2005)。 















すなわちアライアンスとパフォーマンスに関する問題である(e.g. Baum et al., 2005; Kale, 
Dyer & Singh, 2002; Kale & Singh, 2009)。そしてもうひとつは、企業がどのようなときに
どのようなアライアンスを構築するのかという、アライアンスの構築に関する問題である
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全体の管理問題に直面するようになりつつある(Anand & Khanna, 2000; Gulati, 1998; 






ス・ポートフォリオと呼ばれ、ソーシャル・ネットワーク(Ahuja, 2000; Bae & Gargiulo,  












アライアンス・ポートフォリオであるとされる(Baum et al., 2000; Ozcan & Eisenhardt,  
2009; Rowley et al., 2000)。 
また、学習の視点からは、現在および過去に焦点企業が構築・蓄積したアライアンス経
験こそが、アライアンス・ポートフォリオであると定義される(Anand & Khanna, 2000; 
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ポートフォリオに算入する傾向が強い(Anand & Khanna, 2000; Hoang & Rothaermel, 
2005; Kale, Dyer & Singh, 2002)。 
一部の研究では、ベースとなる理論的視角だけではなく、その研究の特徴も含めたアラ
イアンス・ポートフォリオの定義がなされている。たとえば Doz & Hamel (1998)は、アラ
イアンス・ポートフォリオを焦点企業が維持している二者間アライアンスのセットと定義
した。また、企業の国際的アライアンスに焦点を当てた Reuer & Ragozzino (2006)は、焦
点企業のすべての国際間ジョイントベンチャーと定義した。 
 ここまで見てきたように、アライアンス・ポートフォリオの定義は多岐にわたる。それ
を示したのが表 1 である。 
 







Doz& Hamel (1998) 焦点企業が維持している二者間アライアンスのセット 
George et al.(2001) 企業の戦略的協議あるいは関係のポートフォリオ 
Hoffmann (2007) 焦点企業のすべてのアライアンス 
Lavie(2007) 企業のパートナーとの直接のアライアンスの集合 
Lavie& Miller(2008) 企業の目前のアライアンス・パートナーの集合 
Parise & Casher (2003) 企業のビジネス・パートナー関係のネットワーク 















表 2 アライアンス・ポートフォリオのほか複数のアライアンスを捉える概念 
研究者 語彙 
Baum et al.(2000); Rowleyet al.(2000) アライアンス・ネットワーク 
Doz& Hamel(1998); Goerzen(2005); Koza& 
Lewin(1999) 
二つ以上のパートナーとの戦略的アライアンス 
Das&Teng(2002); Gomes-Casseres(1994) アライアンス・コンステレーション 
Vanhaverbeke&Noorderhaven(2001) アライアンス・ブロックス 
Doz& Hamel(1998) アライアンス・ウェブ(Alliance Web)ii 





































ル・キャピタルを増加する機会を探すことができる(Walker, Kogut & Shan, 1997)。関係的
埋め込み(ネットワークを構成する行為者間に強い結びつきが存在すること)の視点からは、
企業が既存のアライアンス・パートナーと新しいアライアンスを作ることによって、アラ
イアンス・ポートフォリオの特定の部分を拡張することができる(Goerzen, 2007; Gulati, 
1995b; Gulati & Gargiulo, 1999)。既存のアライアンス・パートナー間の協力の歴史とそれ
によって築かれた信頼は、将来における新しいアライアンス形成の可能性と、将来のアラ
イアンスのガバナンス構造に影響する(Gulati, 1995b; Gulati & Gargiulo, 1999)。構造的埋
め込みは企業がアライアンス・ポートフォリオに新しいアライアンスを追加する決定に影
響する要因としても言われている。この視点から見れば、焦点企業と新しいアライアンス・
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パートナーとの間で間接的な紐帯があった場合、新しいアライアンス形成の可能性を高め




るためのメカニズムとして利用する(Lorenzoni & Lipparini, 1999)。また一方では、企業の
アライアンス・ポートフォリオは競争によって構築され、産業レベルでの競争のダイナミ






















ている(Ahuja, 2000; Baum et al., 2000; Stuart, 2000)。これらのパートナーの特性は、た





調的に事業活動を行うことでき、最大限の利益を得られる(Ozcan & Eisenhardt, 2009)。 
ポートフォリオの性質、すなわちアライアンスの数と多様性がポートフォリオのパフォ
ーマンスに影響すると主張する研究もある(Baum et al., 2000; Lavie, 2007)。企業は多くの
多様なアライアンスを持つことによって、多くのさまざまな種類の資源へアクセスするこ














ォリオを捉える研究もある(Lavie & Rosenkopf, 2006)。企業が厳選したパートナー・グル
ープと再発的なアライアンスを形成する時、それが現存の配置とチャンネルに依存して現
在のアライアンス・ネットワーク内で流行している知識へのアクセスと移転を促進するこ
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一種の探索であると考えられる。これまでの研究では、アライアンスの探索と活用をバラ






内のシナジー効果はアライアンスをわたっての知識移転(Powell et al., 1996)、範囲の経済
性(Doz & Hamel, 1998)と企業レベルのアライアンス能力の発展と制度化(Kale et al., 
2002)と言われてた。アライアンス・ポートフォリオ内のコンフリクトはポートフォリオ

























































































○ ○ ○ ○ 
パブリッシャー × ○ △ △ 
ソフト開発会社 × × ○ △ 
コピーライトホル
ダー 





第 2 に、ゲーム産業は技術と市場の変化が早い業界であるため(新宅・田中・柳川, 2003)、
短期間で企業が構築したアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンス間の関係が
他のアライアンスに与える影響を観察することができるからである (Srinivasan & 
Venkatraman, 2009)。 




現在で 5616 億円iv(ハード 40.5%、ソフト 59.5%)である。この規模は映画の興行収入が 887
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ャーの年度ごとの売上とした。そのデータは、株式会社メディアクリエイトが発行する『テ
レビゲーム産業白書』の 2002 年版から 2010 年版を用いて、2001 年から 2009 年までの











いた。なお、Xbox の市場シェアは 2009 年時点で 3%に過ぎず、パブリッシャーとのアラ
イアンスは非常に尐ないため、Xbox に関するデータは対象から外した。以上のデータに
ついてまとめたのが以下の表 4 である。 
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表 4 基本データ 
 2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007  2008  2009  
パブリッシャー数(任天堂
と SCE を除く) 
65  55  58  54  49  55  50  50  51  
総タイトル数 280  293  304  294  309  309  302  274  266  
ソフト開発会社数 89  83  94  96  100  104  90  101  108  
コピーライトホルダー数 111  163  148  168  142  145  130  114  214  
任天堂のプラットフォーム
に発売したタイトル数 
86  88  92  76  78  108  163  158  121  
SCE のプラットフォームに
発売したタイトル数 
194  205  212  218  231  201  139  116  145  
N64 タイトル数 2  0  0  0  0  0  0  0  0  
GB タイトル数 30  5  0  0  0  0  0  0  0  
GBA タイトル数 49  56  56  54  33  13  0  0  0  
GC タイトル数 3  26  36  15  12  2  0  0  0  
DS タイトル数 0  0  0  7  33  85  131  131  89  
Wii タイトル数 0  0  0  0  0  8  32  27  32  
PS タイトル数 83  55  13  1  2  0  0  0  0  
PS2 タイトル数 113  151  199  207  191  140  84  42  24  
PSP タイトル数 0  0  0  10  38  58  36  45  76  
PS3 タイトル数 0  0  0  0  0  3  19  29  45  
任天堂が発売したタイトル
数 
23  20  23  57  41  39  34  26  49  













ーi が t 年で発売したすべてのゲームソフトについて、それら一本一本の売上高を、そのソ
フトが起動するハード機 p のソフト一本あたりの開発費で除し、その合計を t 年のパブリ





















































パンが使われてきた(Gulati et al., 2009; Lavie & Rosenkopf, 2006)。本研究では、まず基本
データからパブリッシャーとソフト開発会社・コピーライトホルダーとの反複的なアライ
アンスの平均時間間隔を算出した。その結果、ソフト開発会社との反復的なアライアンス




際は 2 年のタイムスパンを使う。2 年のタイムスパンが必要なので、調査対象期間である
2001 年から 2009 年までの 9 年間の間に、2 年以上ソフトを出すパブリッシャーのデータ
だけを選択した。なお、上記のタイムスパンの都合上、2001 年と 2002 年のデータは用い










ーに対して、探索と活用の比率は t 年において i 企業が発売したすべてのゲームソフトに


















に対して 42 個のソフトを提供していた。最終的にはこの 42 個のソフトに注目して、パブ
リッシャーのアライアンス・ポートフォリオにおけるアライアンスの変化を考察する。 
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表 5 ビデオゲーム機の変遷 
年  ゲーム機  会社  ゲーム機の種類 
1977  ATARI2600  ATARI  据置型 
1983  ファミコン  任天堂  据置型 
1987  PC エンジン  NEC ホームエレクトロニ
クス  
据置型 
1989  メガドライブ  セガ  据置型 
 ゲームボーイ  任天堂  携帯型 
1990  スーパーファミコン  任天堂  据置型 
 ゲームギア  セガ  携帯型 
1994  プレイステーション  SCE 据置型 
1996  Nintendo64  任天堂  据置型 
1998  ゲームボーイカラー  任天堂  携帯型 
1999  ワンダースワン  バンダイ  携帯型 
2000  プレイステーション 2 SCE  据置型 






2002  Xbox  マイクロソフト  据置型 
2003  ゲームボーイアドバンス SP 任天堂  携帯型 
2004  ニンテンドーDS 任天堂  携帯型 
 プレイステーションポータブル  SCE  携帯型 
2005  Xbox360  マイクロソフト  据置型 
2005  ニンテンドーDS Lite 任天堂  携帯型 
2006  プレイステーション 3 SCE 据置型 














ーである ATARI 社が 1977 年に発売した「ATARI2600」によって初めて実現された。
ATARI2600 によるハードとソフトの分離は多くのソフトメーカーの市場参入を導き、






























ようになってきた。1987 年には NEC ホームエレクトロニクスが 8 ビットで CD-ROM 形




う拡大するために、任天堂は新たなゲーム機として 16 ビットで ROM カートリッジ形式を






 1990 年代も半ばにさしかかると、任天堂がファミコンや SFC によって築き上げてきた
「ゲームは楽しいものだ」という価値観は、市場において一般的なものとなってきていた。
そのような状況の中で出現したのが、SCE が 1994 年に発売したプレイステーション(以下、
PS と略称)である。 
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築いていった。 











この競争の結果は、SCE の圧勝であった。任天堂は SFC の後継機種として Nintendo64
を 1996 年にリリースして挽回を図ったが、その頃にはすでに PS が広く普及しており、翌
97 年にはほぼゲーム市場におけるデファクトスタンダードと言っても過言ではないほど












ができた。また、PS の採用した CD-R 方式は、カートリッジ方式よりもすぐに再生産が可
能であったため、急な需要の増加にもすぐに対応でき、販売機会を逃すことが尐なかった。
さらに、CD-R 方式のソフトはカートリッジ方式と比較してかなり価格が安かったため、









は PS に続くハードとして 2000年 3 月に DVD再生機能を備えた「プレイステーション 2」





図 1 家庭用ビデオゲーム産業国内市場規模の推移(単位：十億円)vi 
 
だが、テコ入れの効果は薄く、この衰退の傾向は一向に改善されなかった。1997 年から
の下降傾向は止まらず、1997 年のピーク時には 7,580 億円だった市場規模は、2004 年に
は 4,360 億円にまで急速に縮小してしまったのである。 
それでは、なぜこのような衰退が起きたのか。ゲームハードの売上推移を示したグラフ
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売本数を算出した図 3 を見ると、その傾向を見てとることができる。GC はハード自体の
販売台数の尐なさもあるため、それに伴ってソフトの販売本数も尐なくなっていることは
理解できる。だが、販売台数自体は順調だった PS2 も、発売当初は検討したものの、その
































ミコンや SFC、PS や PS2 を遥かにしのぐ勢いで売れ続け、発売後の二年間で約 1,600 万
台を売り上げることとなった。そして、PSP と DS の発売に続いて,SCE がプレイステーシ
ョン 3(以下、PS3 と略称する)を、任天堂が Wii を、それぞれ 2006 年に発売した。 
この 2004 年から 2006 年にかけての新たなゲームハードの発売は、衰退著しかったゲ
ーム市場を復活へと導いた。2004 年のどん底から、見事な V 字回復を果たしたのである。
























図 4 家庭用ビデオゲーム産業国内市場規模の推移(単位：十億円) 
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図 8 パブリッシャー数、開発会社数とコピーライトホルダー数の推移 
 
次に、任天堂、SCE とその他のパブリッシャーが発行するタイトル数の比較を見る。図
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出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 の 
データによって筆者作成. 
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出所：メディアクリエイト『テレビゲーム産業白書』の各年版で掲載した販売本数 Top500 の 
データによって筆者作成. 


























































































































図 13 2001 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 14 2009 年のパブリッシャーのネットワーク図 
  (図 13-14 はソフト UCINET 6.1 を使用して描写した） 
 
ここでは 2001 年と 2009 年のネットワーウ図だけを表記する。その他の図は付録で添
付する。 





















表 6 アライアンスの探索と活用比率とパフォーマンス指標との相関vii 






1 2 3 4 
1.ソフト開発会社探索
比率 
0.40 0.41  .00 1.00     
2.ソフト開発会社活用
比率 
0.33  0.39  .00 1.00 -.369**    
3.コピーライトホルダ
ー探索比率 
0.32  0.33  .00 1.00 .400** -.212**   
4.コピーライトホルダ
ー活用比率 
0.46  0.38  .00 1.00 -0.076 .344** -.313**  
5.生産性(Log平均投資
回収効率) 
0.70  0.39  -.26 1.87 -0.01 .215** -0.095 .152** 

































































8 は ANOVA 分析の結果を示した。 
表 7 開発会社探索比率に対する ANOVA 分析 
  前の年 新し PF 企業とアライアンスを構築する時 後の年 
サンプルサイズ  77 27 135 
ソフト開発会社探
索比率 
Ave. 0.6623 0.7407 0.4074 
 S.D. 0.4620 0.4012 0.4779 
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表 8 コピーライトホルダーに対する ANOVA 分析 
  前の年 新し PF 企業とアライアンスを構築する時 後の年 
サンプルサイズ  93 31 133 
コピーライトホル
ダー探索比率 
Ave. 0.4228 0.5271 0.3322 
 S.D. 0.3698 0.3411 0.3854 
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共有を促進すると言われる(Lavie & Rosenkopf, 2006)。企業は厳選したパートナーと再発
的なアライアンスを形成する時、新しい知識と情報の共有チャンネルを構築する必要がな





効率を高めることができる(Verspagen & Duyster, 2004)。 
アライアンスからの学習が企業のパフォーマンスに影響すると主張する先行研究もあ
る(Khanna, Gulati & Nohria, 1998)。学習は、一般的に知識の創造、保存、および移転を含
めている。これらのプロセスは価値創造に不可欠であるが、これらはしばしば人、タスク、
およびツールの相互作用を伴うので、企業間のコンテキストで発生することが難しいと言


























する研究もあるし(Goerzen, 2007; Hoang & Rothaermel, 2005)、それとは逆に反復的なア





パフォーマンス指標の使用で不一致がある。Hoang & Rothaermel (2005)は医薬品の承認
をアライアンス成功の指標として使って、Gulati et al. (2009)はアライアンス公表後の企業
の累計的株式市場から得られる利益に注目して、本研究では企業がアライアンスで作った
ゲームソフトの業績に焦点を与える。 
次に、Hoang & Rothaermel (2005)が使ったサンプルは製薬企業とバイオテック企業と
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は毎年売上本数の Top 500 のゲームタイトルを用いたが、これはゲーム産業全体のデータ
ではない。ゲーム産業の全体像からそのアライアンスについて研究していくには、さらに
その他のデータ源を用いてデータを豊富に収集すべきであろう。また、本研究はデータの
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図 17 2002 年のパブリッシャーのネットワーク図 






























図 19 2004 年のパブリッシャーのネットワーク図 















図 20 2005 年のパブリッシャーのネットワーク図 
 
図 21 2006 年のパブリッシャーのネットワーク図 
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図 22 2007 年のパブリッシャーのネットワーク図 
 
図 23 2008 年のパブリッシャーのネットワーク図 
（図 17-23 はソフト UCINET 6.1 を使用して描写した） 
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i この表は Wassmer (2010)に基づいて作成した表である。 
ii Doz & Hamel (1998)は「アライアンス・ウェブ」(alliance web)という用語を作り出して、「ポー
トフォリオより相互依存関係が強いが、ネットワークより統一性が尐ないのアライアンスの一つの
セット」と定義した。 








270 個で、ピーライター属性探索と活用の有効サンプル数 268 個である。(Ex:自社開発や開発会社
の情報がない無効な探索活用データがあって、ここではそれらのデータの探索と活用を 0 にして、
全部のデータを含む相関である。 
